
R８年度
江戸川流域および中川・綾瀬川流域

減災対策協議会

概ね５年で実施する取組に関する
先進事例集
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(1)-2 ⑧避難地や救援・救護活動の拠点等となる
防災公園の整備・機能強化

１．UR都市機構_防災公園街区整備事業を活用したまちづくり

(2)-1-1 ⑦要配慮者利用施設における避難計画の作成

１．要配慮者利用施設における避難確保計画作成推進に向けた
地方公共団体等の取組事例集

(2)-1-2 ⑥共助の仕組みの強化

１．「防災」と「福祉」の連携による高齢者の避難行動に対する
理解促進のための取組事例集

【新規 収集事例（4件）】

(2)-1-1 ⑥隣接市区町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

１．水害からの広域避難事例集
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【再掲 収集事例（１９件）】

(2)-1-1 ⑥隣接市区町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

１．鬼怒川・小貝川の大規模水害に関する広域避難計画（案）

２．首都圏における大規模水害区域避難検討会報告書
（広域避難計画策定支援ガイドライン）

３．広域避難計画モデルの策定に向けて
～東京東部低地帯における検討を踏まえて～

４．木曽三川下流部広域避難実現プロジェクト

５．茨城県広域避難計画策定ガイドライン

６．隣接市区町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等の先進事例

(2)-1-1 ⑫多機関連携型タイムラインの検討

１．「多機関連携型タイムライン（洪水）」の検討報告と
「土器川流域タイムライン（洪水）」の運用に向けて

２．千曲川・犀川流域（緊急対応）タイムラインについて

３．他事務所における多機関連携型タイムラインの運用事例

４．東京都区市町村タイムライン作成手順書

５．京都市多機関連携型タイムライン

６．加古川水系多機関連携型タイムライン
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(2)-1-1 ⑬鉄道の計画運休に関する情報提供等

１．台風第１９号のふりかえりと検証

１．要配慮者利用施設避難確保計画に基づく訓練事例集

２．志木市 令和３年度訓練事例集

(2)-1-1 ④要配慮者利用施設や地下施設、大規模工場における避難訓練

(1)-2 ⑤応急的な待避場所の確保

１．指定緊急避難場所の指定に関する手引き
（平成２９年３月 内閣府（防災担当））

２．流域治水対策等の主な支援事業（案）
（令和４年１月流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議）

(2)-1-2 ⑤避難訓練への地域住民の参加促進

１．内閣府 住民の適切な避難行動の促進に向けた好事例集より
（災害の伝承と避難の呼びかけ（新潟県村上市） 防災キャンプ（福井県大野市））

２．みやぎ地域防災のアイデア集（宮城県ホームページ）

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

UR都市機構による防災公園の整備事例とともに、そもそも防災公園とはどのようなも
のか、全国の防災公園がどのような防災機能を有しているか記載されています。
R8年度より新たにフォローアップを実施する防災公園の整備に関する取組では、
地域防災計画に位置付けられた「拠点機能」および「避難地機能」を有する2種類の防災
公園の整備状況が対象となります。
各自治体管内の防災公園の整備状況を確認する際に、ご参考ください。

URL：https://www.ur-net.go.jp/produce/machizukuri/park.html

１．UR都市機構_防災公園街区整備事業を活用したまちづくり
（防災公園街区整備事業パンフレット）

(1)-2 ⑧避難地や救援・救護活動の拠点等となる
防災公園の整備・機能強化

【新規 収集事例（4件）】
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【新規 収集事例（4件）】

(2)-1-1 ⑥隣接市区町における避難場所の設定
（広域避難体制の構築）等

１．水害からの広域避難事例集（内閣府）

【事例概要】

全国各地の「広域避難の実績」、「広域避難の協議会等」、「広域避難に関する協定」の
先行事例をまとめた資料です。

広域避難計画に従い、実際に広域避難を実施した際の状況や得られた知見や、広域避
難に関する協議体を設立した経緯や協議体の中での取組内容、自治体間の広域避難の
協定を締結する際、どのような経緯で締結に至ったか等、様々な地区をモデルとした事
例が掲載されています。

今後の各自治体における広域避難体制の構築にご活用いただけると幸いです。

URL：https://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigai_kouikihinan/index.html
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【事例概要】

全国の自治体において、要配慮者利用施設における避難確保計画作成の推進に
向けた独自の取組が行われており、国土交通省ではその取組についてヒアリングを実
施しています。
避難計画作成に関する説明会の開催や戸別訪問、河川整備課内に専任の担当者を配置
するなど独自の工夫を実施している、全国の中でも計画作成率の高い自治体の取組が
整理されています。
本協議会を構成する市区町の避難計画作成率は平均で86.2%と高い水準ですが、
今後も引き続き避難計画の作成を推進する必要があるため、ご参考ください。

URL：https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-
gensai-suibou02.html

１．要配慮者利用施設における避難確保計画作成推進に向けた
地方公共団体等の取組事例集

(2)-1-1 ⑦要配慮者利用施設における避難計画の作成

【新規 収集事例（4件）】
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【事例概要】

「(2)-1-2 ⑥共助の仕組みの強化」ではすべての市区町を対象に、高齢者福祉部局や
地域包括支援センターへのハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等、防災に関
する啓発活動をお願いしております。
上記資料には、「地域包括支援センターにおいて設置された防災意識啓発のための動
画の内容」や「ケアマネジャーを対象に実施された災害対応研修の内容」などが記載さ
れています。
本協議会においてこの取組は、令和４年度に半数の市区町で実施が完了して以来、継
続して取組を実施している市区町が比較的多い取組です。
R8年度以降の取組の推進に、本資料をご活用いただけると幸いです。

URL：https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/

１．「防災」と「福祉」の連携による高齢者の避難行動に対する
理解促進のための取組事例集

(2)-1-2 ⑥共助の仕組みの強化

【新規 収集事例（4件）】
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(2)-1-1 ⑥隣接市区町における避難場所の設定
（広域避難体制の構築）等

１．鬼怒川・小貝川の大規模水害に関する広域避難計画（案）

【事例概要】

鬼怒川・小貝川流域１３市町による、大規模水害時の広域避難に関する協定が締結され、
広域避難計画が策定されました。広域避難を行う場合の基準や要件、広域避難場所開
設の流れなどが記載されています。

URL:https://www.ktr.mlit.go.jp/shimodate/shimodate00717.html

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

内閣府と東京都が連携し、大規模水害時の大規模・広域避難の実装に向けた検討が「首
都圏における大規模水害広域避難検討会」で進められており、 「広域避難計画策定支
援ガイドライン（資料-左）」の中では、広域避難計画において定めるべき内容や策定の
手順、留意点等が整理されています。

その「広域避難計画策定支援ガイドライン（資料-左）」を踏まえ、「広域避難計画モデル
の策定に向けて（資料-右）」の中では、さらなる広域避難対策の具体化を目的として、
広域避難先の開設・運営方法や広域避難先への避難手段・誘導等が取りまとめられて
います。

江戸川流域および中川・綾瀬川流域における広域避難計画を検討する際にも、参考資
料の一つとする予定ですので、各市区町における広域避難を検討する際にもご活用い
ただければ幸いです。

URL:https://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigaiworking/kouikihinan.html

２．首都圏における大規模水害区域避難検討会報告書
（広域避難計画策定支援ガイドライン）

３．広域避難計画モデルの策定に向けて
～東京東部低地帯における検討を踏まえて～

【再掲 収集事例（１９件）】
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４．木曽三川下流部広域避難実現プロジェクト

【事例概要】

木曽川氾濫域の８市町村による広域避難実現に向けた組織「木曽三川下流部 広域避
難実現プロジェクト」では、的確な広域避難誘導の実現に向けた取り組みが進められて
います。また、令和２年には「木曽三川下流部 高潮・洪水災害 広域避難計画」が策定
されています。

江戸川流域および中川・綾瀬川流域の下流部と同じく、ゼロメートル地帯に市街地が広
がるという特性を持つ木曽三川下流地域の広域避難計画の策定事例は、全国的にも先
進的な事例ですので、ご参考ください。

URL:https://www.cbr.mlit.go.jp/kisokaryu/takashio_kouzui_kentoukai/index.html

【再掲 収集事例（１９件）】
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５．茨城県広域避難計画策定ガイドライン

【事例概要】

茨城県では、平成２７年９月の関東・東北豪雨災害を踏まえ、茨城県災害対応勉強会・広
域避難検討ワーキンググループで検討を重ね、平成３０年３月に「大規模災害時におけ
る降雨域避難計画策定ガイドライン～広域一時滞在の考え方～」として市町村が作成す
る広域避難計画の策定支援を目的とした基礎資料を作成しました。

URL：https://www.pref.ibaraki.jp/bousaikiki/bousaikiki/bousai/kouikihinan.html

【再掲 収集事例（１９件）】
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６．隣接市区町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等の先進事例

【事例概要】

埼玉県ふじみ野市では、災害時の相互援助に関する協定を締結する近隣自治体（富士
見市、三芳町）合同の総合防災訓練を実施しており、平成２９年には行政境の避難所開
設訓練として近隣自治体からの避難者受け入れ訓練を行っています。

URL:https://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo00908.html

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

土器川・金倉川・大束川を対象とした多機関連携型タイムラインにおける、
発災前の対応や被災シナリオの設定が記載されています。その他に土器川流域
タイムラインも記載されており、具体例として有用な資料です。

URL:https://www.skr.mlit.go.jp/kagawa/river/mizubousaivision/dai9/9_shiryo4.pdf

１．「多機関連携型タイムライン（洪水）」の検討報告と
「土器川流域タイムライン（洪水）」の運用に向けて

(2)-1-1 ⑫多機関連携型タイムラインの検討

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

千曲川流域に着目した流域タイムラインの運用実績や運用の流れ、その他にも
タイムライン運用時に必要となる多様な情報を一元的に集約した独自のシステム
「情報共有プラットフォーム」に関する情報が記載されています。

URL:https://chikuma-kinkyu.com/ryuuiki/

２．千曲川・犀川流域（緊急対応）タイムラインについて
（令和６年度 長野県大規模氾濫減災協議会）

【事例概要】

鳥取県千代川水害タイムライン検討会では、他河川における多機関連携型タイム
ラインの活用状況や運用成功事例、課題などを整理した資料を公表しています。

URL:https://www.cgr.mlit.go.jp/tottori/river/conference3/timeline.html

３．他事務所における多機関連携型タイムラインの運用事例
（鳥取河川国道事務所 令和２年度千代川水害タイムライン検討会）

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

タイムラインの普及拡大を目的として、東京都は都内区市町村向けに「東京都区市町村
タイムライン作成手順書」および「東京都区市町村タイムラインひな形」を
作成しました。基本的な情報は一般的に活用可能なものとなっています。

URL:https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000217/1006454.html

４．東京都区市町村タイムライン作成手順書
（東京都防災ホームページ）

【事例概要】

京都市は、鴨川・桂川・宇治川を検討対象河川とした、多機関連携型タイムラインを令和
６年に策定しました。策定までの検討手順などが詳細に記載された資料が
京都市のホームページに掲載されています。

URL:https://www.bousai.city.kyoto.lg.jp/0000000449.html

５．京都市多機関連携型タイムライン
（京都市防災ポータルサイト）

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

加古川減災対策協議会は、令和３年に多機関連携型タイムラインを策定しました。
実際の多機関連携型タイムラインのほか、タイムラインの策定までに参考にした
資料なども公表しています。

URL:https://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/kasen/gensai/kako_gensai/kako_gensai8.html

６．加古川水系多機関連携型タイムライン
（第８回加古川減災対策協議会）

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

JR東日本や東武鉄道、東京地下鉄などが台風第１５号や１９号へのタイムラインの対応
状況を振りかえり、タイムラインの課題や対応について議論を行った内容が
取りまとめられています。

URL:https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage01594.html

１．台風第１９号のふりかえりと検証
（荒川下流河川事務所 令和元年度 荒川下流域を対象としたタイムライン専門部会）

(2)-1-1 ⑬鉄道の計画運休に関する情報提供等

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

「要配慮者利用施設避難確保計画に基づく訓練事例集」は、岩手県が全国の要配慮者利
用施設における訓練事例を収集し、訓練の内容や訓練参加者の感想などを取りまとめ、
公表した資料です。

「志木市 令和３年度訓練事例集」は、埼玉県志木市の要配慮者利用施設における避難
訓練の事例とともに、訓練の特徴や訓練時の注意点を取りまとめ、公表した資料です。
盛岡市の事例と同じく、具体的な訓練事例の紹介資料として活用可能です。

協議会構成員の市区町全体でネックとなっている取組のひとつでもある、要配慮者用
施設における避難訓練の実施促進のため、上記資料をご参考ください。

URL1:https://www.city.morioka.iwate.jp/kurashi/anzen_anshin/bousai/1024737.html
URL2:https://www.city.shiki.lg.jp/uploaded/attachment/7681.pdf

１．要配慮者利用施設避難確保計画に基づく訓練事例集
（盛岡市ホームページ 令和６年７月）

２．志木市 令和３年度訓練事例集
（志木市ホームページ 令和４年９月）

(2)-1-2 ④要配慮者利用施設や地下施設、大規模工場における避難訓練

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」では、指定緊急避難場所の指定条件や民間
施設を指定する際の工夫のほか、「指定緊急避難場所の防災機能の強化」などを要件と
して活用可能な補助金制度の例が記載されています。

「流域治水対策等の主な支援事業（案）」は、流域治水対策の枠組みで活用可能な補助
金・交付金が整理された資料ですが、
「避難場所の確保」や「避難路・避難場所の整備」など、減災対策協議会の枠組みとも一
致する取組に関する補助金の記載があります。

「指定緊急避難場所の指定」に関する取組には法的義務があり、R8年度より重点的取
組に選定された取組です。
指定緊急場所の指定を促進するため、上記資料をご参考ください。

URL1:https://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanbasyo.html
URL2:https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/renkei001.html

１．指定緊急避難場所の指定に関する手引き
（平成２９年３月 内閣府（防災担当））

２．流域治水対策等の主な支援事業（案）
（令和４年１月流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議）

(1)-2 ⑤応急的な待避場所の確保

【再掲 収集事例（１９件）】
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【事例概要】

「内閣府 住民の適切な避難行動の促進に向けた好事例集」における新潟県と福井県の
事例では、「地域のお祭り」とあわせた防災訓練や、アウトドア体験などを通じた災害発
生時の避難所生活など、いずれも子供と親が同時に参加しやすい行事に合わせて避難
訓練が行われている事例が紹介されています。

「みやぎ地域防災のアイデア集」は、宮城県内13市町の自主防災活動に関する取組事例
をテーマ別に分類・整理したもので、取組を実施するにあたり必要な準備、取組が円滑
に進んだポイントなどが取りまとめられています。

「(2)-1-2 ⑤避難訓練への地域住民の参加促進」については、令和７年度時点で
８割近くの市区町が体制の構築を完了していますが、今後とも継続して取組を
促進いただく際には、上記資料をご参考ください。

URL1:https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/jumin_hinan.html
URL2:https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/bousai/miyagitiikibousai.html

１．内閣府 住民の適切な避難行動の促進に向けた好事例集
（災害の伝承と避難の呼びかけ（新潟県村上市） 防災キャンプ（福井県大野市））

２．みやぎ地域防災のアイデア集（宮城県ホームページ）

(2)-1-2 ⑤避難訓練への地域住民の参加促進

【再掲 収集事例（１９件）】
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